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図 5.3 構造様式の概要図

式が考えられるが，構造的に単純な構造としてポ‘ノッ

ーン汗せが代表的な構造様式の一つであり，アクアポリ

スや石油掘削リグなどで，流体力学的に波浪による浮

体の挙動が小さいとされている要素浮体支持型がもう

一つの構造様式の代表であるといえる。

したがって，浮体式海上空港の構造様式としては，

この 2つを調査対象とした。

ポンツーン型は，構造様式が単純であるが，建造ユ

ニットを洋上接合する場合に水中接合が必要となるの

で，水中接合を必要としない咽式を加えて合計 2型式

とする。

要素浮体支持型は，要素浮体の形状及び水線而積を

変えた 3つの型式とする。それらの 5型式を便宜上次

のように名称をつけると共に，構造の概要図を図 5.3

に示す。

1) 要素浮体支持型（小型円筒型）

2) " （大型円筒型）

3) " （フーティング型）

4) ボンツーソ型（一様断面型）

5) " （底面凹型）

6) マルチュニット型

なお，マルチュニット型としては，下部をポ‘ノツー

ン型または要素浮体支持型のいずれの場合でも可能で

あるが，本調査ではポンツーン型として取り扱うこと

にした。

5.2.3 構造様式の比較検討

5.2.2において提示した 6型式の構造様式について

次に示す項目の特性につき比較検討を行なう。

(1) 各構造様式の特色

各構造様式の特性を比較する項目として，剛体蓮

動，撓み，係留力，構造強度，重批，施工性，維持補

修，環境保全及び美観性等について概略的な検討を加
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えた。

その結果，要素浮体支持型とポ‘ノツーン型とを比較

検討すると，要素浮体支持型は，ポンツーン型に較べ

て現地における工事最が大幅に軽減され，エ期が短く

てよく，波浪による浮体の撓みや傾斜がポンツーン型

よりも小さく，浮体の下面に作業船等が入れるので補

修，点検並びに要素浮体の交換がポンツーン型に校ベ

て容易である。

一方，ボンツーソ型は，現地工事における水中工作

が必要であり，所要の喫水を確保するために大最のバ

ラストを搭載する必要があり，波浪による浮体の撓み

や傾斜が要素浮体支持型よりも大きい。また，外部か

ら浮体の下面に作業船等が入ることが不可能なために

補修点検が困難である。

したがって，浮体式海上空港の構造様式としては，

要素浮体支持型を採用することとした。なお，要素浮

体の形状については，円筒型とフーティング型とは概

略的な検討から優劣を判定することが困難であるた

め，本調査においては小型円筒型及びフーティング型

の2咆式について調査検討を行うこととした。

5.3 材料の選定

浮体の構造様式として前節において要素浮体支持型

を選定したが，ここでは，この構造様式に対して最適

な材料の選定を試みるべく，種々検討を行なった。

5.3.1 材料の分類と特色

浮体構造用材料の選定にあたり，その第 1段階の検

討では，一般に使用可能な材料として金属材料の鋼

材とアルミニウム及び非金属材料のコソクリート，

FRP, フェロセメントとレジンコングリートの 6種類

の構造用材料を選び，それぞれが有する物性を比較検

討する。



(1) 材料の長所と短所

鋼材，アルミニウム，コンクリート（ボルトラソド

セメントコンクリート）， FRP, フェロセメント及び

レジンコンクリートの 6種類について，各種強度や弾

性係数等の材料が有する物理・化学的特性，耐食性，

水密性，施工性，使用実績及び価格等について既存資

料に基づいて比較検討を行った。

その結果，現時点においては一応鋼材またはコンク

リートが使用材料として最も適していると判断され

た。

5.3.2 構造と材料の組合せ

これまで構造様式としてセミサブ型が，また，構造

用材料として鋼材及びコンクリートが選定されてい

る。本節ではセミサブ型浮体を上部構造と要素浮体に

大別し，それぞれに鋼材及びコンクリートを配した場

合につき比較検討を行なう。比較検討の囚子として

は，耐食性，水密性等の材料そのものの特性は前項で

既に触れているので，ここでは構造としての施工性，

工期，維持補修，改染，廃棄等をとり上げて概略検討

した結果を表5.2に一覧表で示す。

この表から，コンクリート製上部構造に鋼製要素浮

体を組合せた第 4案は，結果的には両材料の不利な面
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を結びつけた形となり，現実性に欠けるため検討の対

象から除外して良いものと考えられる。

コンクリートだけから成る第 3案は，維持補修の面

だけを考えると，最も有利と推祭されるが，施工性の

面でコンクリート構造の現地接合を伴なわざるを得

ず，これはエ期の制約上非常に大きな障害となり，そ

の為本案の優位性は残る他の 2つの案に比して著しく

低下するものと判断される。以上の結果，第 1案及び

第 2案が検討対象となり，上部構造はおのずから鋼製

とし，要素浮体は鋼製またはコンクリート製となる。

(1) 上部構造の構造方式

主滑走路を対象として，シングルデッキ及びダブル

デッキ方式の上部構造の試設計を行ない，これをもと

に鋼材，現地接合に要するエ数及び塗装の費用を概算

する。簡単のため建造時の価格を上記 3項目の合計で

考え，かつ， ダプルデッキの建造時の価格を 100と

し，それぞれ指数表示にして表5.3に示す。

この表から，経済性の見地からみると，建造時の初

期費用ではシングルデッキが有利であるが，その後の

維持補修を考え，更に耐用年数 60年を考慮に入れて

総合的に判断するとダブルデッキを採用する方が有利

であるといえる。

表 5.2 鋼製とコンクリート製との糾み合せに対する比較
．．ー・ ．．．．← ・-. -·一~ -- •.. --.... --

案
溝造

上部溝造要素浮体
施 工 性 工 期 維持・補修 増改 築 廃 却

r -----: -- ←・ ・一J- … ーしー・

ユニットの祖立てに虎仔設偏を 工胡は最も短い。
が腐必食要に（電対す気防る対食策等：

水中、大気中を問 スクラップ化が可
第 流用出米る。 工程音理が容品。 わず比較的容易。 能。

ユニットの重凪が症く、 ドック 登装の定期的袖疹 再生、再利用も可
／ 
絹 製絹 製内での進水も容易。 が必要であり、その 月も。

現地接合が大気中の浴接となり 面禎が没も大きい。
案 比較的楽。

要素浮体組立時十分強固でかつ 工期は第／案より 上部溝造の塗装の 上部溝造は比較的

沈プ要上化め部可素ざ能溝浮る造。体をはは得海スなク中いラ。にッI I ［ | 第 広いコンクリートヤード及び大容 やや長くなる。 定期的補修が必要。 容易。

コンク
量の移送設11揃が必要。重量大の為 ユニット組立時、＿1:: 要素浮体はメイン 要素浮体ごと取替

2 鋼 製 ユ＝ットのドック内での進水が難し 部溝造／要素浮体夫々 テナンスフリーに近 えは可能なるも、一
リート製 い。（フロ—→←を要する可能性あ について綿密な工程 い。 部築等は難しい。

案 り）。現地接合は大気中溶接で谷易 管理が必要。
コンクリートの直櫨管理が必要。

強固で広大なコンクリートヤー ユニットの組立て メインテナンスフ 極めて困難。
困鼠 I 第 ド及び大容最の移送設備が必要。 現地接合共非常に時 リーに近い。 海中投棄のみ。

コンク コンク （第.2案より更に大規模） 間がかかり、エ期は

3 リート製 リート製 現地接合が非常に困難。 最も長い。
綿密な重羞管理が必要。

案

ほぽ第3案と同じ。 ほぼ第3案と同じ 上部構造はメイン 上部構造は極めて 要素浮体はスクラ

第 テナンスフリー妬近 困難。 ップ可能。
い。 要素浮体は可能。 上部構造は海中投

“ 
コンク 鋼 製 要素浮体の腐食に 棄。

リート製 対（電す気る対防策食等が必）要。
案
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表 5.3 デッキ構造方式の比較

項 目
デッキ構造

傭 考

9 プル シングル

建
鋼 材 78.3 70,6 

材料費及び加工費を含

む

造

時
現地接合エ数 4,1 3.3 

コ

ス
塗装費用 16,3 21.6 

卜 点検，補修用設傭 1, 3 

゜
恒久的に組込まれてい

る設備のみ

遍造時合計 □ 95,5 ラコ

塗装の補修費(当/0た年り間／‘ 
ランニングコスト

ニンングスト 1.4 4,2 塗装の補修費と仮定

(2) 要素浮体の材料

要索浮体の材料としては，鋼製の方が幾分有利であ

るように思えるが，決定的な差には致らず，鋼製とコ

ンクリート製との二者択ーは現段階では難かしいと思

われる。

5.4 構造解析

浮体式海上空港の構造様式及び構造用材料が選定さ

れたので，ここでは，構造解析についてまず，局部強

度上の見地から構造部材の基本的な諸寸法を設定し，

つぎに，舗装寸法，施設重凪及び全体重凪を求め，蚊

後に，構造強度面からの検討として，外力による浮体

空港の撓み，応力の応答特性，固有振動及び災害モデ

ルに対する損傷程度並びに建造ユニットの曳航時の強

度などについて概略的な検討を行い，浮体式海上空港

を構造面から安全性について大略的な確品を行った。

また，要素浮体をコンクリートで建造する場合の設

計及び施工についても概略検討を行った。

胃面図

5.4.1 構造部材寸法の設定

(1) 上部構造及び要素浮体

ここでは，局部強度上から必要最小限の値として浮

体構造部材の基本的な諸寸法を設定し，その寸法を基

に，曳航時を含む各種外力に対する全体構造強度を概

略検討し，部材寸法を修正した。

浮体構造物の上面は，荷重の大きさに応じて以下の

3区分に分けて，それぞれの区分で構造部材計算を行

って部材寸法を求めた。

a) 主滑走路部：航空機が離陸または着陸する時に

衝撃荷重を受ける部分。

b) 誘導路，施設帯部：航空機が遅い走行または停

止する場所で航空機の自重を受け

る部分。

C) 緑地幣部：上記 a)及び b)以外の部分で，

通常航空機及び車輛等が通行しな

い部分であるが，場所によっては

サービス道路を設ける部分。

構造用部材としての外板及び小骨については， H本

海事協会の「海洋構造物及び作業船等規則（案）」に準

拠し，外板板厚及び小骨の断面係数を設定した。

また，大骨及び中骨は，梁による弾性計算結果及び

H本海事協会鋼船規則に準拠して設定した。

以上の計算によって求まった部材寸法に基づいて基

本構造図を作成した結果を図 5.4～図 5.8に示す。構

造部材の寸法及び重拡は，一つの建造ユニットについ

て表5.4に示す。

なお，部材寸法と構造解析に用いた部材寸法は部分

的に相違しているが，それは適用規則の変更及び構造

鮒析結果による亥史等によるものである。

m―--
5,000 m 

-．̀ -- ----・―----• - --

横断面図 SCALE 1/1,000 CYLINDER TYPE 
79F 0m ---―--------------- -840 m -- --三'̂ j↑ i ・ 亨冨閂叩雲霊如霞霞闘瓢攣｀口喜喜子］叶
----------―---------

______ l•l 1c1 __ l·~ ~~L-

図 5.4 主滑走路用浮体の基本構造図
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平面図

横断面図 SCALE 1/L 000 
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図 5.5 補助滑走路用浮体の基本構造図
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図 5.6 浮体の上部構造物の構造図
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図 5.7 円筒型要素浮体の構造
詳細図
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表 5.4 建造ユニットの鋼材重量表 (300mx60m)

主滑走路部 誘導路，航空機スポット部 その他（緑地帯）

部 材
部材寸法 重且 (t) 部材寸法 重量(t) 部材寸法 重量(t)

PLATE 22 3,109 20.5 2,896 18 2,554 

上 LONGITUDINAL 350 x l 00 x 12/1 ?r 1,468 250 X 90 X 12/16< 1,092 250 X 90 X 10/15T 953 

INT, TRANSVERSE 
WEB 1,000 x 12 

430 
HEB 800 X 12 

362 
HEB 800 X 12 332 

F.PL. 200 X ]6 F. PL. 200 x 16 FE ,_PL. 180 X 12 

TRANSVERSE 
WEB 1,500 x 12 

599 
WEB l, 200 x 12 

531 
W B 1,200 X 12 475 

面 F.PL. 200 X 16 F. PL. 200 x 22 F.PL. 200 X 12 

GIRDER 
WEB l, 500 x 12 

599 
WEB 1,200 x 12 

531 WEB 1,200 x 1Iと2 475 
F.PL. 200 X 16 F. PL. 200 x 22 F. PL. 200 x 

下
PLATE lt 1,554 

LONGITUDINAL 250 X 90 X 10/15て 423 

TRANSVERSE 
WEB 700 X 12 

288 主滑走路部と同じ 2、553 ► 主滑走路部と同じ 2,553 
F.PL. 150 X 12 

面 GIRDER HEB 700 X 12 
288 F.PL. 150 X 12 

PILLAR (VERTICAL) 450中 t= 23.8 1,415 400ゃ t= 21,4 1,125 350'/> t= 19 876 

PILLAR (DIAGONAL) 350 <P t= 19 1,900 300中 t=17. 4 1,562 250 ¢, t= l 5. l 1,136 

SIDE PLATE 1～ 2 1,906 
一

要
BOTTOM PLATE 1～ 2.5 302 

素 VERT, STIFFENER 250 X 90 X 10/15て 832 

浮 HOR. GIRDER 
HEB 700 X 12 

288 主滑走路部と同じ 3、609 主滑走路部と同じ > 3,609 
F.PL. 150 X 16 

体 VERT, WEB WFt.. IS PL. 1/U5U 0 X x 1ll 6 91 

BTM, HEB 
HEB 71050 0 X X 1I~ 6 76 F.PL. 

BTM, STIFFENER 250 X 90 X 10/15 114 ヽ ヽ
b 

BRACKET 234 220 210 

合 計 重 蘊 15,916 14,481 13,163 

単位面積当り重量 0、884t/ITi 2 0,805 t／而 0,731 t／而

＾ -2 なお、 BHD & WALL PL 廷．5、 STIFF 250 X 90 X lqバi 単位面積当りの重量 0.1ム9t/n 

゜
(2) 舗装寸法

a) 舗装材料

通常の空港の舗装材料は，アスファルトコンクリー

トを表層とするアスファルト舗装，またはセメントコ

ンクリートを表層とするコソクリート舗装である。

しかしながら，同一空港内においても区域によって

アスファルトまたはコソクリート舗装を使い分けてい

る空港がある。例えば，新東京国際空港においては，

主滑走路部がアスファルト舗装で，ローディングエフ゜

表 5.5 舗装厚

滑走路の中心線 SOO mm 

誘導路の中心線
11-00 mm 

滑走路路及び誘導路側端部
I KO mm (滑走路）

（ショルダ一部）
/ I, S mm (誘導路）

施 設 帯 / 00 mm 

緑 地 帯 7S mm 

ロンがコソクリート舗装である。本調査に用いた浮体 基準で排水のために 1.0%と規定されている。そこ

式海上空港においても通常の空港内舗装と同一にする で，本調査では，勾配は滑走路で 1.2%，誘導路で

ことが望ましいが，本調査では舗装材料の検討を行わ 1.3%とし，施設帯及び緑地帯においては，適当な個

なかったので，舗装材料は総てセメントコソクリート 所に排水孔を設けて排水することとした。

舗装にすると仮定し，総舗装重鼠を推算する。 C) 施設等の重量

b) 舗装厚 主滑走路用浮体には，新交通システムを採用し，そ

主滑走路用浮体や補助滑走路用浮体及び航空機連絡 の時の施設構造物の配置例を図 5.9に示す。そして，

橋の舗装厚は，表 5.5に示すように設定した。 施設構造物，舗装及及最大駐機時の航空機等の璽量を

なお，滑走路及び誘導路の横断面勾配は最大勾配が 表5.6に示す。なお，幹線道路及び新交通システム用

航空法等で 1.5％と規定されており，最小勾配が設置 の周辺鋼壁等の重量は舗装重凪に合ませた。

(95) 
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500 m 4,000 m 500,m 

図 5.9 浮体式海上空港の施設構造物の配置例

d) 要素浮体の寸法

構造解析を行う際の要素浮体は，円箇型及びフーテ

ィング型である。なお，上部構造物上の重量分布は無

視して要素浮体の寸法及び販り付け間隔を一定とし

た。なお，フーティング型要素浮体の寸法は，海上空

港の設置海域において最も出現頻度が高い 7秒の波で

上下方向の波強制力が零になるように設定した。

e) 全体重量

本調査研究において想定した海上空港例の鋼材，溶

接材，舗装及び施設構造物等の直凪表を一括して表

5.7に示す。なお，表中の溶接材頂量は，一般船舶の

実績から使用鋼材の正味重量の 1.5%とし，溶接材の

使用総重量を正味重量の 3.0%とした。舗装重量は，

滑走路，話導路，施設帯及び緑地帯等の舗装用のもの

である。また，要素浮体の重量は， 7.0m<f,の円筒型

について算出した値である。

5.4.2 構造強度の検討

浮体式海上空港の構造強度に関する検討としては，

主として上部構造体に関し，①波浪による弾性撓み，

②温度差による弾性撓み，R駐機航空機の移動によ

る弾性撓み，④航空機の離済陸時の弾性撓み等を既

存理論にて検討し，種々の外力に対する上部構造体の

(96) 

撓み量を推算した。

つぎに，それらの成果に基づいて通常時及び異常時

に対する上部構造体の各部材に働く内力及び応力を推

算して構造強度上の安全性を確認した。

その他，①建造ユニット浮体の曳航時における構

造強度，②浮体式海上空港の上部構造体の固有振動

周波数，③上部構造体に航空機の墜落による損傷及

び④要素浮体のコンクリート製造法の検討等を行っ

た。

(1) 波浪による弾性撓み応答

浮体式海上空港は，長大な浮遊式海洋構造物である

ため，単に剛体として構造強度を検討したのでは不充

分であり，上部構造体を弾性として取り扱い，波浪に

よる上部構造体の弾性撓みを推算して構造強度上の安

全性を検討する必要がある。

そこで，一般船舶の構造解析に通常適用している慣

性力を無視した静的撓み解析手法及び現時点において

一応解析手法が確立している動的影響を考慮した撓み

応答計算とを適用して上部構造体の波浪による弾性撓

み量を推算した。

a) 静的撓み応答

浮体式海上空港の構造モデルを幅 15mのストリッ
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表 5.6 主滑走路用浮体の施設構造物，舗装及び航空機の重量

名 称 単位重量

新交通システム大テイツヨン 0,95 t/m2 

ゲート建屋 7,400 t 

施
トランジット通路 0,95 t/m2 

設
フエリー乗降ゲート 0,95 t/m2 

消火救難施設 0、785t/m2 

構 貨物スポット施設 0,79 t/m2 

大型ラインメン売わタンヽンが一 20,44 t 

造
小型ラインメンデナンスハンガー 10,220 t 

物
幹線道路 17,0 t/m 

新交通システム道路 10.0 t/m 

サービス道路 9,4 t/m 

メロ 計

滑
舗

走 路 0,68 t/m2 

誘 導 路 0.58 t/m2 

緑 地 帯 0,16 t/m2 

施 設 帯 0,21 t/m2 
装

ムロ 計

航
国際線旅客スポット 500 t 

国内線スポット 350 

空 貨物スポット 500 

ナイステイエプロン 450 
横

ムロ 計

表 5.7 浮体空港モデルの重鼠表

王滑走陀用浮体 補助滑走路用浮体 杭空慢達絡用浮体 合

万トン 万トン 万トン
鋼材重量 344, 5 131.2 8.9 484,6 

溶接材重量 5,2 2.1 0.1 7,4 

舗装重量 107,4 50. 9 3.7 162.0 

清設讀造物重量 21,l 7.5 0.5 29, l 

合 計 478.2 191.7 13.2 683. 1 

規 摸 重 量 備 考

300m2x81 15m2x3 2,660 t 

8 59,200 

1,210m奴6 6,900 

1.600 m2 1,520 

2,I000 m2 2~350 

952m奴2 1、460

20,440 

10,220 

840 m 14,280 片幅 20mの複線

4,500 m 45,000 幅 30m

5,000 m 47,000 幅 30m

211,030 

240』000mi 163,200 平均厚さ 325mm 

48Q,QQQ ml 278,400 平均厚さ 275mm 

1, 972, 200 m2 315,552 平均厚さ 75 mm 

1,507,800 m2 316,638 乎均厚さ，100mm 

1,073,790 

30機 15,000 

20 7,000 

12 6,000 

40 18,000 

102 46,000 

計

万トン

素浮体の喫水変化に対する浮力変動鼠に相当する値で

あり，一本当りの要素浮体のバネ定数は，円筒型浮体

で 39.45t/m, フーティング型浮体で 21.77 t/mであ

る。

外力条件としては，表 2.15に示す波浪条件及び図

3.45に示す要素浮体に働く上下方向の波強制力であ

る。

静的撓み応答は，まず，波浪を不規則波の周期と有

義波高と同じ周期と波高をもつ長波頂規則波として縦

プとして取り出し，これを上下撓み変形できるバネで 波及び横波中における応答値を求め，この値を長波頂

支持する曲げせん断梁に置換する。 不規則波中における応答であるとした。そして，短波

梁の剛性は，ダブルデッキのトラス構造体の幅 15 頂不規則波中における応答値は，長波頂不規則波中の

m 部分に等価な断面2次モーメント及びせん断面積 応答値に方向関数（単純化して一20°~20゚ の間だけ

の値を用いた。 を 4/3;rの一定とし，それ以外を零とした矩形型であ

バネ定数は，各要素浮体の取り付け個所において要 る。）を乗じてーズ～冗まで積分して求めた。なお，

(97) 
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1/1, 000最大期待値は，有義値の 2倍であるとした。

上部構造体の静的弾性撓みの応答の推算結果例とし

て，フーティング型要素浮体支持型について 100年台

風時，平均年間最大時及び累積度数率 95%時の縦波

及び横波中のものを図 5.10及び図 5.11に示す。な

ぉ，図には位相を引4づつずらせた時の応答値を示し

てある。また，図中には，（ ）内にその場所における

勾配を示す。

b) 動的撓み応答

動的撓み応答の検討は，基本的には静的撓み応答と

同様に 2次元的に考え，一様な弾性基礎で支持された

単純一様梁として梁の曲げ振動を次式の線形運動方程

式で書き表わされることができるとする。

がX rA 
EI 
dが
—+（c-(J)27+i(J)N)x＝虹ikx

ここで， El : 梁の曲げ剛性

C : バネ定数

rA 
—ー： 梁の単位長さ当りの質量
g 

N : 単位長さ当りの減衰力の片振幅

瓦： 波強制力の片振幅

X : 弾性応答

である。なお，弾性応答は，浮体の動揺（上下動と縦

揺れ）と固有振動モード（上下動と縦揺れ）とが線形

結合しているものと仮定する。

動的撓み応答計算は，付加質量係数，等価線形減衰

カ係数及び波強制力等を前述の設定値を用い， 100年

台風時及び平均年間最大時の波浪条件について縦波中

の浮体の波上側 3点（端部， 500m及び 1,000m)に

おける応答を推算した。推算結果例として円筒型及び

0.4 

み。

フーテイング型要索浮体

蘊 5I- max. deflection 1.5cm (l/ll,000) 

10 

゜

800 m 
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図 5.11 主滑走路用浮体の波浪による幅方向の
撓み
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図 5.12 浮体端部における撓みの片振幅
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表 5.8 静的・動的計算による浮体端部及びグライドバスとローカライザー付近の最大撓み鼠
- - - -

縦波（か00)

N5 「A1
縦波て五ィド::＿竺豆□［り波（ロー
一而 I N5 | A1 N3 

ロ ロニ二
（）＊内の数値は、図s.I.2の応答曲線の最大値に対するものを示す。

フーティング型要素罪体支持で 100年台風時の浮体端

部における撓み応答例を図 5.12に示す。

また，両手法の推算結果から浮体端部，グライドバ

ス及びローカライザー付近における各海象条件ごとの

1/1,000最大期待値の撓み鼠を求めた結果を表 5.8に

示す。なお，表中の（ ）内の値はその場所における

勾配を示す。

この表から大略次の事項が推察できる。

i)静的撓み応答と動的撓み応答では，動的撓み応

答に端部で共振現象と思われる現象が現われて応答が

裔い値を示すが，それ以外の場所では静的と動的とで

大略妥当な値を示している。

ii)空港としての機能を発揮しなければならない，

N5及び N4以下の波浪条件では，縦揺れ，横揺れ及

び上下動等を考慮しても最大撓み最は，円筒型で 10

cm, フーティング型で 1.6cm程度である。また，

100年台風時の波浪条件では浮体端部より 200m内側

にはいると撓みが極端に小さくなることが判明した。

iii) 100年台風時の撓み鼠は，上部構造物の構造強

度面からの安全性検討用の値として用いることとし

た。

なお，構造強度を検討する際に用いる値は，静的と

動的応答値の単純平均値であるとした。

iv)静的計算には，曲げ撓みとせん断撓みを考慮し

ているが，動的計算には，せん断撓みを無視している。

しかしながら，せん断撓みの影響を検討した結果，

約 3％以下であることを確認している。

(2) 温度差による弾性撓み応答

浮体式海上空港の上部構造物を単純な鋼構造物と仮

定して鋼構造物の上面と下面との温度差による構造物

の伸縮及び上下曲げ変形と水平曲げ変形等の概略検討

を行った。

a) 温度条件

大阪地方における気温は理科年表から 5.2.1の(3)

において設定した値を用いる。

まず，太陽が浮体上面に垂直に当る場合の熱伝逹は，

太陽の熱最が浮体から外部へ風による強制対流や自然

対流で逃げ，その残りが舗装を通して浮体構造物の内

部に入る，そして，浮体構造物の内部で舗装部と鋼板

部の熱伝逹，空気の熱伝達，自然対流及び輻射等を考

えた熱の移動から各部の温度を定常状態で推算し，そ

の後，浮体構造物の下面から外部に自然対流で熱が移

勁して下部の温度が推算できるものとする。

この仮定に甚づき，太陽の熱鼠を 560kcal/m2hと

し，舗装の熱吸収率を 0.88と仮定して各部の温度を

推籾すると次のようになる。

汗体構沿物の上面鋼板における温度 ： 約 60°C

II 下面鋼板における温度 ： 約 40°c

上下鋼板間の温度差 ： 約 20°c

浮体構造物の内部における平均温度 ： 約 50°C

浮体構造物の下面と海面との間の温度： 約 25°C

浮体構造物の側壁間の温度差 ： 約 25°C

b) 平均温度差による浮体構造物の伸縮鼠

伸縮鼠は，次式で推算する。

6=aX•4T 

ここで， 0 : 伸縮鼠

a ： 鋼材の線膨張係数

X: 原点からの距離

L1T: 平均温度からの温度差

である。この式に基づいて過去最大の温度差による浮

体構造物の長さ及び幅方向の最大伸び及び縮み最を求

表 5.9 過去最大の温度差による浮体空港の最大

伸縮鼠

岐大縮み (cm)

長さ方向 I幅方向 I kさ方向 I帳方向

;;.03 I 3¥ I -1¥.t I -;;.¥ 

I 6.2 I ・/ 7 I -/ / 6 I -/.2 

(99) 
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めた結果を表5.9に示す。

C) 温度差による上下曲げ変形

上下曲げ変形の推算は，波浪による静的弾性撓みの

推算手法を用い，温度差に等価な曲げモーメントを梁

の両端に加えて求めることとした。

そして，浮体構造物の長さ方向及び幅方向の温度差

による上下方向の曲げ変形の推算結果を図 5.13及び

表5.10に示す。
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図 5.13 熱荷屯による主滑走路用浮体の上下方

向変形

u
 

プロン等に駐機する航空機による上部構造物の弾性燒

み量を概略検討する。

ここで検討する状態は，最も極端な場合として満

載の 102機の航空機が総て旅客や貨物スポット及びナ

イトスティエプロンに駐機したと仮定する。

撓み量の推算は，上部構造物に等価な 1枚の鋼板ヘ

要素浮体に相当するバネを各節点に配置し，その鋼板

上に駐機航空機の荷重分布を加えて面外曲げ変形を求

めた。その結果，撓み量が大きくなる場所は，駐機航

空機が多くなるナイトスティエプロン付近と国内線旅

客スポット付近（海側の左端， 1,500m付近及び 4,000

m付近）で円筒型要素浮体の場合に 27cm程度，フー

ティング型要素浮体の場合に 46cm程度になること

が判明した。

(4) 航空機の離着陸時の弾性撓み

浮体式海上空港の上部構造物を弾性体とした場合，

航空機が離陸または着陸する時の上面鋼板の弾性撓み

を駐機航空機の移動による弾性撓みと同様な手法で概

略検討すると共に，航空機が離羞陸する時の走行状態

における弾性応答をも概略検討した。

表 5.10 温度第による端部の上下方向の最大変位懺

浮 上 量 (cm) 沈 下 量 (cm)
浮体及び方向

円筒型要素浮体 フーテイング型要素浮体 円筒湮要素浮体 フーテイング型要素浮体

長さ方向 s./ S.7 .:zs. s .29.7 
主滑走路用浮体

幅方向 II-. s s.s .2.2．9 .27.0 

補助滑走路用浮体 長さ方向 S./ S.7 .2S S :Z9.7 

幅方向 9. 9 I.J.．o .2.2．I .2s.7 

d) 温度差による水平曲げ変形

浮体構造物は，太陽を斜めから受けると太陽熱によ

って太隔が当る側壁と陰になる側躾との間に温度差が

生じて水平面内で変形する。

その水平曲げ変形の推算は，上下曲げ変形の推算と

同様，温度差に等価な曲げモーメントが梁の両端に作

用するものとして求めた。

そして，浮体構造物の温度差による水平面内の曲げ

変形最を求めた結果，主滑走路用浮体では最大変形鼈

が 3.0cm程度，補助滑走路用浮体で 1.5cm程度で

あることが判明した。

(3) 駐機航空機の移動による弾性撓み

浮体式海上空港の施設や舗装等の固定荷屯に対する

弾性撓みは，設計段階で充分考慮され得るものとした。

したがって，旅客や貨物スポット及びナイトスティエ

(100) 

a) 離陸時の撓み

離陸時の最大撓み量は，滑走路部の舗装を余剰強度

として航空機が満載状態の 500tで滑走路上の節点に

静的荷屯で加わっていた状態から除去されたものとし

て概略推算する。その結果，静的荷軍による最大変形

最は，円筒型要素浮体の場合に 4.6cm, フーティン

グ型要素浮体の場合に 6.1cm程度であることが判明

した。

b) 沿陸時の撓み

着陸時は，静的荷屯として取り扱っては不充分であ

る。そこで 5.2.1項の (2)において設定した航空機

の屯量及び衝撃係数を用い衝撃荷重を求め，その衝撃

荷屯の掛る状態を 3角形のバルス状及びバルス状の荷

屯の後に航空機の重量が持続するとして上部構造物の

最大撓み賊を概略推算する。また，パルス状の荷軍の
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作用時間は0.4秒及び 1.0秒とした。その結果，作用 部構造物の剛性による周期性等に起因する上部構造物

時間が0.4秒のパルス状の衝撃荷重で作用した後に航 と航空機の振動等を考慮して航空機の離着陸時をシミ

空機の重量が持続する場合，最も弾性燒み凰が大き ュレーション計算し，上部構造物の滑走路面における

く，円筒型要素浮体で最大変形量が着陸して 2.8秒後 弾性撓み鼠を概略推算した。その結果，機体の弾性変

に 5.4cm程度になることが判明した。 形量が大きくなり，舗装厚を考慮しなくとも上部構造

C) 離箔陸及び走行状態における弾性撓み 物の接触点及びグライドバスの設置点における最大変

実際の航空機が離着陸する際の資料を用い，ボーイ 位量は，ー0.7cm及び 0.3cm程度であることが判

ング747について調査し，その結果に基づいて離着陸 明した。

時の衝撃力及び揚力の増減，走行速度と機体や滑走路 (5) 各種外力の重ね合せ時の最大撓み

浮体の固有振動数との関係並びに滑走路面の凹凸と上 以上が上部構造物を弾性体として取り扱った場合の

表 5.11 個々の外力の重ね合せによる浮体の撓み鼠
一

円 筒 型 要

HEAD SEAS BEAM SEAS (N4} 

(N5) 
浮施外 カ条件 浮 体設

体 端帯
端 部側
部 の

波浪による 4,6an 1.oan 

弾性撓み応答 (1/ 3200) (l/14000) 

移動荷重による 27 an 27 an 
i 弾性撓み応答 (1/ 930) (1/ 930) 

温度差による
午0 与 0

弾性撓み応答

航空機離着陸時の

弾性撓み応答
:'::;c 0 =;== 0 

』`

計
32 an 28 an 
(1/ 720) (l/ 870) 

表 5.12 荷屯条件の一覧表

（／）単独荷重

i 荷重条件
⑦~/ 波浪荷重（通常時、平均年間最大）

a-..2 披浪荷重（異常時、 /00年台風時）
a 移動荷重（航空機駐横時）

゜
熱荷重（温度差:l.0 ) 

＠ 航空機着陸衝撃荷重

浮滑
体走
端路
部側
の

1.oan 
(l/14000) 

27 an 
(1/ 930) 

午〇

1,8an 
(l/ 6100) 

30 an 
(l/ 760) 

素 浮

HEAD SEAS 

(N5) 

長付ノィ多g さ近
方の
向ス

(l/62000) 

与〇

与0

(1/10000} 

(1 / 8600) 
--

◎ 施設構造物重量（ラインメンテナンス9ヽンガーと旅客スポット）

(:z) 組み合せ荷重

i 単 独 荷 重

炉／ ⑦~.2 a 〇｝ ＠ ⑤ 

@ 

゜ ゜゚◎ 

゜ ゜゚② 

゜ ゜゚＠ 

゜ ゜ ゜＠） 

゜ ゜＠） 

゜ ゜

体 フーテイング型要素素浮体

BEAM SEA HEAD SEA BEAM SEAS (N4) HEAD SEAS BEAM SEAS 
(N4) (NS) 

浮施 長IN付51！グラ； 頓(N4付)了ィ↓ ラロ

汀
浮

浮滑
体設 体走

方近
体
端帯 端路

さ近 方近

向([)
端
部側 部側

方の 向の
部

の の
向ス

l.lan l.6an l.6an 
(l/27000) (1/15000) (1/10000) (1/10000) (l/250000) (1/17000) 

46 an 46an 46 an 
今 0 与0与〇

(1/ 620) (1/ 620) (1/ 620) 

等 与0 苧 今： 0 =;O =.= 0 

与〇 与0 =,: 0 
3,4an 
(1/ 6500) (1/ 7000) (1/85000) 

47 an 48 an 51 an 
(1 /27000) (l/ 600) (1/ 580) (1/ 540) (1/ 6800) (1/14000) 

表 5.13 各施設場所の許容応力値

i悶Rせ0:；竺1:1 ~: I ~~:: I 0,8て守
I :主滑走路

II :蒻導路，滴設帯

rn ：緑地帝

"'"'"  •• Pi I Iarの座庖荷雀は Eularの式 Thansanの式を用いて算出した。

(101) 
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波浪や温度，及び航空機の離着陸等による撓み量を概

略推算した結果である。

そして，空港として稼動している気象・海象条件に

おいて各種外力が重ね合わさった場合の最大撓み量を

概略検討した結果を表 5.11に示す。なお，縦波中で

は平均年間最大時 (N5)の状態，横波中では横風最大

時 (N4)の状態の外力であり，波浪による撓みと温度

差による撓みは同時に起らないとした。また，外力の

市ね合わせによる撓み量は，厳密な場所及び度合等を

無視して各外力による最大値を単に加え合わせて求め

た。

(6) 部材に働く内力及び応力

上部構造物の各部材の内力及び応力を求めて強度J::

の安全性を確認した。

a) 計算法

上部構造物の 15m幅の構造を取り出して 2次元骨

組構造にモデル化し，各種外力に対する撓み龍を求め

た結果を強制変位量として入力し，各構造部材に働く

部材力及び応力を求め，日本海事協会の「海洋構造物

及び作業船等規則（案）」で規定されている許容応力と

比較して上部構造物の安全性を検討した。

b) 荷軍条件

荷頂条件としては，表 5.12に示すように単独荷屯

と糾み合せ荷屯とに分けて検討した。

C) 許容応力

上部構造物は，甚本的には前述のように滑走路部，

誘導路部，航空機スポット部及びその他の部分に大別

されて部材寸法が設定されている。それらの区分につ

いて日本海事協会の「海洋構造物及び作業船等規則

（案）」に墓づいて各部材の許容応力及び座屈応力を求

めた結果を表 5.13及び表 5.14に示す。なお， Pillar

の座屈荷重は Eulerの式及び Thonsonの式を用いて

算出した。

d) 結果

まず，単独荷屯が働いた場合に各個所の種々の構造

部材に働く応力値の内で最大応力値を示す部材に対す

る応力の推算値と許容応力値との比較を一括して表

5.15に示す。表中の＋は引張り応力で，ーは圧縮

応力である。

この表から，単独荷菫状態では，要素浮体の形状，

通常時と異常時との波浪条件等に関係なく，総ての部

材に働く応力が許容応力以下であることがわかり，上

部構造物は十分安全であるといえる。

つぎに，想定した組み合せ荷重が働いた場合の部材

に働く最大応力は，単独荷軍の最大応力値を単純加算

して推算値とした。そして，最大応力の推算値と許容

応力値との比較を表5.16に示す。

この表から，各部の構造部材に働く応力値は許容応

力値以下であり，組み合せ荷重が作用しても上部構造

物は十分安全性が確保されているといえる。

(7) 建造ユニットの曳航時における強度の検討

各地のドックで建造された建造ユニットは，設置海

域まで曳航し，現地で接合して浮体式海上空港となる。

その場合，各建造所から設置場所までの曳航に関し

表 5.14 各部材の座屈応力値

座 屈 応

・-----・ •-. ---．:7 ----..----- -------- --- -

2 カ (kg/mm

部村 主 滑 走 路 1 誘導部・航空 1 ・スポット部

圧縮座屈 1せん断座屈圧縦座屈 せん断座屈

上 LPLATE 
LONGITUDINAL 

(22.4) 
23, 9 
23,8 

(21.9) 
23,9 

23.7 

6
 

0

9

 

ー

じ同と部
—~

一
ロ

|-~ 

J
 ＿

0
6
5
 

一
ブ

8
 
応

1

2

2

2

1

 

一
屈

2
 ロ

LA-LA 

L

L

 

O
R
W
E
B
D
I
N
O
R
W
E
B
_
 

~
一

p

p

 

L

L

 

*

A

A

 

R

C

N

 

I

O

 

L

T

G

 

ー□三l
-
A

面

下

□VERDIA

12.0 21.4 12.8 

圧縮座屈
.．．~ -- •--

{19,1) 
23,6 

23,6 

21.4 12,8 

主滑走路部と同じ。

座［ロニ〗〗
II 1111 II 

* Pi I !orの座屈荷屯は Eulerの式 Thonson11:>式を用いた。（ ）内の値はパネルの長辺に（浮体の蝠方向）

圧縮荷重が｛幼いた場合である。
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表 5.15 単独荷重条件下における応力の計算値と許容値との比較
応力単位： kg/mm2

荀
円簡型要素浮体 フーテイング型要素浮体 外

重
単独荷重条件

応算場所計ヵ．計算．●．応上許容●力● ●：値●●応下許．●力• v●算纏計ert"応9"o●力許害●9l 0算・●計9●叩9応9m9力9t ・●1,． ●●t・●げ69上d応貯害・● 力 ●せg●人●●扇9上9応:値如• 9 浮計算値輪●応上許容●力● 浮算●計輪体応下許容●ヵ• V且●e艤rPt9応1ic9貯容値•9力99 0計算●●9●9g9応oo19力許●●●99 ' .●計算●げ6．9応m上許容●.刀9● せ浮i●A6体9lバ誼上許値.e，力r● 件• カ番

号

(/) lI t0.1 ー12.8±0.3 -5.5 t0.3 ー13,0t0.4 -11.8 0 -12.8 t0.1 -5. 5 tO. l ー13.0±0 1 -11.8 

］ 3 
HEAD SEAS 

m t0.1 f0.4 ー12.7 !0,6 ー10.1 0 " ー12.7 -10.1 

波
BEAM SEAS 

II。 +0.1 -1. 5 t0.1 ー13.0士0,2-11.8 - - 0 • ±0,2 -1.5 t0.2 ー130 t0.3 ー11.8

m o ー11.5 士0.1-12. 7 士0.3ー10,1 0 -11.5 " " " ー12.7 t0.5 ー10.1

HEAD SEAS 
正 tO.8一17.1士1.6-7.4 士0.9 ー17,4tl. 7 -15. 7 t0.4 ー17.1士0.8-7.4 t0.5 ー17.4t0.9 ー1s. 7 

浪 IIl ±0. 9 tl.1 -16 9 士2.6-13.4 t0.5 t0.6 ー16.9tl.3 ー13.4

！ Il !l.O tl.9 -2.0 t2.0 ー17.4士3,0-15. 7 tl.O -2.0 tl.O ー17.4tl.6 ー15.7 
BEAM SEAS 

mtl.1 ー15.3 t2.4 一16.9 士4.5 ー13.4 t0.6 ー15.3 " tl,2 ー16.9t2 3 ー134 

② 移動術重 NIGHTSTAY II -0.6 ー12.8 1.4 tl4.4 -3.0 ー13.0-4.2 ー11.8 - -1.0 -12.8 2 4士1(.4 5.1 -13.0 -7.1 -11.B 

熱
浮体の lI -2.4 -12.8 2.4士14.4 2.9 -13.0 -5 1 -1 1. 8 - -2.4 ー1?, 8 2 4士14.4 3.4 -13,0 -5.9 ー11.8
長さ方向 m,、 ＂ ＂ " 3.6 ー12.7 -7. 7 ー10.l ー・ " " " 4.2 -12.7 -8.9 -10. l 

⑦ 荷 II " ー12.8 " " 1.6 -13.0 4.5 ー11.8 -. "●  " 1,9 ー13.0 5.3 -11.8 
重
浮体幅の方向

m"  -11.5 " " 2.0 ー12.7 6 8 -10.1 "ー11.5 " " 2.3 -12. 7 8.0 -10.1 

＠ 航空機着陸時 I -1.0 -11.6 1.6 tl4,4 -4.6 -13.6 -4.3 -12.9 6.1 士14.4 3.7 -7.2 ー1.3ー11.6 2.1 t14.4 -6.1 -13.6 -6.2 ー12.9 6.1 ±14.4 3. 7 -7 2 

隋設帯の ラインメンハテンナガンースIII o -12.8 

゜
-1.5 -0.8 ー13,0-o. 7 -11.B 0 -12.8 0 -1.5 -0.8 ー13.0-0. 7 ー12.8

⑤ 静荀重 旅客ゲート III 0 ー12.8

゜
-1.5 ー1.4ー13.0ー1.1-11.8 0 -12.8 0 -1.5 ー1.4ー13,0ー11 ー128 

なお、 I :主滑走路部、 II :誘導路部及び婚殷帯部、 m: 緑地帯部である。

表 5.16 組み合わせ荷璽条件下における応力の計算値と許容値との比較

lI 腔遵隆謹設歪 組み合わせ荷重条件に対する応力 (kg/mm 2 ） 

要素浮体 円 筒 型

荀
浮軸体応上力面 浮軸体応下力面 V軸ert応.P力illa 

重

番 組み合わせ荷重条件 : : ； 許 ； 容
号 値 値 値 値 値

＠二HEAD 幅方向 0移動 -2. 9 ー12.8 2. 7 ±14.4 -3. 1 

◎ SEAS o長さ方向 ⑭ -3.4 ー12.8 4.0 土14.4 -4.6 

⑨ | BEASM EAS 航の着空隆機幅方向 -3,4 ー12.8 4.0 ±14.4 -4.6 

⑲| 'BEAM SEAS 
熱

長さ方向⑤篇設 -1.4 -12.8 0.5 ±14.4 -3 0 

@ HEAD SEAS ⑤施設 t0.8 -17.1 ±1.6 -2.0 -2. 7 

m 緑推壺

R HEAD SEAS ⑤熱 長さ方向 -2. 5 ー12.8 2, 7 tl4.4 4.0 

てどの程度の海象まで建造ユニットを安全に曳航でき

るかを概略検討した。

まず，曳航時の縦強度に関しては，建造ユニットを

長さ 300m，幅 60mとし，それの幅 15m部分を販

り出して両端自由な 1本の梁と仮定して，波高及び波

周期を順次変化させ，日本海事協会の海底資源掘削船

規則の異常時の荷重に対する許容応力値を用いて曳航

可能な許容最大波高を求めた。その概略推算の結果，

一般に Hoggingモーメントの方が Saggingモーメソ

トよりもやや大きいことや許容最大波高はデッキ下面

の圧縮応力によって決まることが判明した。そして，

その許容最大波高は，最近 10年間の太平洋沿岸の曳

航海域全域における海象に対して 99.8%の確率で安

全に曳航できることが判明した。

なお，横波を受けた場合の最大応力値は，許容応力

値の 10%程度であることも確認された。

: 
値

ー13.o

ー13.0

-13.0 

ー13.0

-17.4 

-12. 7 

フーテイング 型

Dia軸go応nal力Pil 浮軸体応上力面 浮軸体応下力面 Ve~.砂易lar Dia軸go応nal力Pil 

； 許 ； : ； : ； : ； : : 値 値 値 値 値 値 値 値

-4.5 -l l. 8 -3.3 ±12.8 2.9 tl4,4 -6.2 ー13.0 -7.4 -11.8 

4.8 一11.8 -3. 7 ±12.8 4.5 ±14.4 -6. l ー13.0 -6.0 ー11.8

4. 5 -11.8 -3.7 ±12.8 4.5 ±14.4 -6. l ー13.0 -5.7 -11.B 

-5.6 -11 8 ー1.6 ±12 8 0.6 士144 -3.3 ー13.0 -6.4 ー11.8

-3 6 ー15.7 +0.4 ±17.1 ±0.8 -2.0 -2.0 -17.4 -2.3 ー157 

-8.3 ー10.l -2.4 -12.8 2. 5 ±14.4 4.3 ー12.3 -9.0 -10.1 

つぎに，曳航時の局部強度に関して縦強度と同様な

手法に基づいて各構造部材に働く応力を求めた。その

概略推算した結果，縦波の場合には最大応力は下面ガ

ーダーに生じ，その値は許容応力以内に収まるが，斜

め45゚ の波の場合には，下面ガーダーの応力値が許容

応力を上まわることが判明した。したがって，曳航可

能な確率は，縦強度より闊部強度，特にデッキ下面の

ガーダーで決定され，曳航海域全域の海象条件では

99.7%となり，最も厳しい房総沖の冬期の海象条件

で 99.1%の確率で安全に曳航できる。

以上，建造ユニットの曳航時における強度を概略検

討した結果，台風及び大型低気圧が通過する場合を除

けば構造強度的には充分安全が確保されていることが

判明した。

(8) 浮体式海上空港の固有振動周波数

一般に，曲げ剛性をもつ弾性甚礎上の棒の固有振動

(103) 



104 

数を推定する式にせん断撓みの影響を考慮して，弾性

支持された一様平板に適用することによって，浮体式

海上空港の固有振動周波数は，次式で推算することが

できる。

¢ 
I=-JgEIIWL8 
27r 

ここで， p＝が(n吐がSりと置いて

炉十pkじB/k'-GA+kVB/EI
1+ （a+§)p+k釦B/k’•G元

長さ

幅

全重最

曲げ剛性

が

L : 

B:  

W: 

El: 

表 5.17 主滑走路用浮体の固有振動周波数概
算用数値

H 
1.oZ 

0,8 

固

有

周

波

数 0.6 

0.4 

0.2 

吃竺？竺——一s=5
-------
-------S=5  

---S=4 
--------------
-------S=4 

--s=3 
--------

ニニニ---—s=3
---------s=2 s= 2 ーニニニ戸戸=l

一
゜゚

HEAVING 

フーテイ
”腿要素浮体-------— s~ 6 

5 

長手方向の節

図 5.14

数

10 

主滑走路用浮体の上下振動の固有周波

数

k'GA: 有効せん断剛性

a=El/k'•GA·L2 

P=Kr2IL2 

炉＝L/B

k : 支持バネ定数

kr : 回転半径

長手方向の固有振動モードの節数

幅方向の固有振動モードの節数

•••• 
n
s
 である。
上式を用いて主滑走路用浮体が円筒型及びフーティ

ング型要素浮体で支持された場合の固有振動周波数を

求めるために代入した数値を表 5.17に，その結果を

図5.14に示す。

この図から，長手方向の固有振動周波数は，節数に

関係なく，円筒型で 0.17Hz,フーティング型で 0.20

Hzと推算された。その主たる要因は，長さが長大で

あるために節数が 10程度までであれば節数による影

響が無視できる程度になるためである。 しかしなが

ら，極端に節数を大きくすれば固有振動周波数は，当

然の結果として変化することになる。

(9) 航空機の墜落による損傷

浮体式海上空港の上部構造物に航空機が墜落した場

合，大略どの程度の損傷を受けるかを塑性崩壊エネル

ギー法を用いて概略検討を行った。

上部構造物は，簡素化して上面と下面の鋼板と pil-

larだけとし，その他の部材は余剰強度分であるとす

る。

航空機は， 10mの商さより 500tの鉄の塊が自然

落下するものと仮定し，その衝突エネルギーがそのま

ま破壊エネルギーになるものとする。

そして，破壊バターンは，長さ 60mで幅 30mと

長さ 30mで幅 15mの2種類について検討する。

その結果，前者の場合に 2.5m程度，後者の場合

に 4.0m程度陥没し，構造物の下面まで陥没量が達

しないことが判明した。

(10) コンクリート要素浮体の検討

ここでは，円筒型要素浮体をコンクリート製で設計

及び施工する手法を検討した。

a) 設計条件

i)自然環境条件は，鋼製の要素浮体と同様に第2

章において既に設定されている値を用いる。

ii)荷屯条件は，自然環境条件の中の波浪，風，潮

流及び潮位等による荷屯を考慮する。

iii)許容応力
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使用する鉄筋及び PC鋼材の許容応力は，日本海事 要素浮体の直径を太くした場合には，要素浮体の高さ

協会の規則に準拠し，コソクリートについては，フル・ が 10.6mとなる。

プレストレスを用いて異常時の許容引張力をひび割れ つぎに，要素浮体に作用する荷重としては，静水圧，

防止の意味から日本海事協会の規則に準拠して，圧縮 波浪水圧，上下動による底板荷重及び波浪による曲げ

が 200kg/cm釘引張が 30kg/cm2とする。 モーメント等を考慮した。そして，これらの荷重を組

b) 設計 み合わせて引張応力が円筒の高さ方向及び円周方向に

まず，要素浮体の乾舷は，鋼製要素浮体と同様に 作用するとして，これに見合うプレストレス量を推算

5.0mとし，要素浮体の高さは，要素浮体の自重及び した。以上で試設計された 3型式の要素浮体の比較表

要素浮体 1個当りにかかる上部構造物の菫量等を考慮 を表5.18に示す。

し，要素浮体の直径を 7.3mとした場合には 15.4m C) 施工法

及び 14.0mとなり，進水時の喫水を 5.0mとして 施工法としては，一体として打設する手法とリング

表 5.18 コンクリート製要素浮体の試設計

試 設 計／ 試 設 計 2 試 設 計 3 

／）形 状

怠トロ葛. l d 
0 『

F一L -」

内 径 6,9 m 6.9 m 9,75 m 
外 径 7,3 m 7.3 m 10.25 m 

I .2）乾舷（完成時 5.0 m 5.0 m 5.0 m 
吃水（進水時 8.7 m 7.2 m 5.0 m 

3)進水時のフロ 必 要 必 要 不 要

ークーの有無 /SSm以上の体積を持つ 93m以上の体積を持つ
I 

フロークー フローター

仏）使用コンク1J-+普通骨材コンクリート 軽諭骨材コンクリート 軽崎骨材コンクリート

5)構 造 一体物 分割リング・組立会 分割リング・組立式

6)重 贔 約:lOOt 約／ 60t 約.2.2Ot

7)単価比 100 90 I :ZS 

『)特 徴 〇約.200tの一体打ちコンク炉 〇／要素浮体が浅数のリン外て 0／要素浮体が複数のリングに分割
ト構造物のため、ドック内での打 分割され、また軽量コンクリー され、古た、軽量コンクリートを使用

設が、 .lOOt以上の能力を持つ トを使用しているので、作業 して軽量化を計つているが、試設計

l 
フローテイングクレーンを用意し、 用クレ―ンは比較的小型で済む .2よりは重くなつている。
岸壁近くで打設・養生する。

0進水時の吃水を得るために、 0進水時の吃水を得るために 0フローターは不要。
フロークーが必要。 フロークーが必要であるが、軽

量化を計つているので、試設
計／の約半分の体積のフローク

ーで済む。

0下端部が球状となつているた °目立させるためび待別な架 0同 左
めに大型の架台が、各ユ＝ット 台は必要ない。
に必岳知

0要素浮体の中心間隔が／sm 0同 左 0要素浮体の外径が／o.smである
となつており、各要素浮体の取 のに対し、各要素浮体の中心澗隔が
りはずし撤去が可能。 /J"mであるので、単体での撤去は

I 困難。

°水深.2Om程度の深さを有すz0同 左 0比較的浅い水深でも適用可能。
場所が必要。

_L-
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に分割して打設して組み立てる手法とについて検討し ドック近くの製作ヤードにおいて要素浮体をリング

た。 に分割して軽量骨材コンクリートで打設し， ドックヤ

i) 一体打設 ードの側壁上で組み立ててドック内に搬入する。

建造ユニットを建造するヤード内にプレストレスコ

ンクリート製要素浮体を打設するヤード（長さ 300 以上が要素浮体をコンクリート製で製造する場合の

m,幅 50m)を300t吊起重機船が接舷可能な岸壁付 検討結果である。また，ここで提示した 3種類の喫水

近に設ける。 そして，そのヤードにおいて同時に 52 の要素浮体及び一体またはリング分割施工に関して

個の要素浮体を製作し，起屯機船で吊り上げて海上の は，総て適用可能であるために詳細検討は，実際の試

仮置き場にストックする。 設計段階で選定すべきであるといえる。

ii) リング分割
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第6章 浮体式海上空港の係留装置に関する検討

浮体式海上空港の係留装僅は，通常時においては浮

体が空港としての機能を充分発揮できるように浮体を

位置保持し，異常時においては，浮体を充分安全に係

止できればよいといえる。

なお，係留装置に関する検討の主体は，港湾技術研

究所であったが，浮体の挙動量を推定するためには，

係留装置を含めた検討が必要となる。

したがって，ここでは，港湾技術研究所とは別途に

行った係留装置の形式選定から装置の基本計画及び安

全性等の総合検討に関して概要を紹介する。

6.1 係留装置の評価手法

6.1.1 評価手法の概要

係留装置の評価手法としては，以下に述べる手法を

適用した。

まず，既存技術の範囲内で建造可能な方式を 7方式

設定し，これらの方式について同ーな設計条件に基づ

いて概略設計を行う。

つぎに，構造強度，安全性，耐久性，施工性及び建

造費等について比較検討して総合的に適合性の翡い方

式を選定し，それらの基本計画を行う。

最後に，選定された方式に対して，静的・動的強度，

耐震性，浮体の挙動に基づく係留力と不均一係留力及

び係留装置の安全性の検討を行うと同時に，船舶や航

空機等の衝突等の災害モデルに対する安全性さらに

は，施工，維持補修，建造費及び維持補修費等を合め

た経済性についての検討を行う。

以上が常用係留装置を選定評価する手順であるが，

さらに係留装置の安全性を高めるために，バックアッ

プ係留装置を装備する場合の選定評価する手順及び適

合性の高い方式を見い出し，概略設計と概略検討を行

った。

6.1.2 選定・評価手法の流れ図

常用係留装置に関する選定・評価手法の流れ図を図

6. 1に，バックアップ係留装置に関しては図 6.2に示

す。

6.2 常用係留装置の検討

既存技術の範囲内で建造可能な係留方式としては，

没水リンク方式，カンチレバ一方式，スラスタ一方式，

テンションレグ方式， ドルフィン索・鎖方式，シンカ

p
s
c
¥杖
g
園
送
把
や

図 6.1

係留装崖）

構造強度、安全性、耐久

應工性等の比較検討

係留装直の安全性の

静的強度、紐削系留力の検討

耐裏性の検討

係留装懺の動的応答の検討

不均＝係留力の検討

↓ 
の破f日の検

常用係留装置の評価手法の流れ図

浮体式海上空港の基本計画

図 6.2

常用係留装僅の基本計画

バックアップ係留装崖の

必要性、機能の検討

バックアップ係留装置の流れ図

一索・鎖方式及びドルフィンリンク方式の 7方式が考

えられる。これらの方式について係留特性，施工性，

工期，経費，耐久性，保守，拘束度，本体の伸縮の影

響，没水部の機能，緩衝機能，人為的外力の影響及び

地震の影響等に対する定性的な検討を行った。その場

合，要求性能及び外力条件は，主滑走路用浮体の許容

移動嵐を，第 1段階のH安として，異常時に長さ方向
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が士100cm以内，幅方向が土50cm以内及び上下方

向が士40cm以内とし，通常時に幅方向が土20cm

以内とすること，また，浮体に働く定常外力を，異常

時において長さ方向に 13,000t,幅方向に 21,000t

程度，通常時において長さ方向に 1,300t，幅方向に

2,500 t程度とすることと設定した。

以上に基づいて 7方式の常用係留装置の概略設計を

行い，初期検討を行った結果次のような結論に到達し

た。

i) 没水リンク方式

許容移動量を満足しないこと，機構の耐久性が問題

となること及び海底の水深の一様性と地盤沈下が問題

となること等によって不適当と判断される。

ii) カンチレバ一方式

杭本数が多く施工精度に問題があることや杭と浮体

との摺動機構に問題があること等により安全性の面か

ら実現が難かしいと判断される。

iii) スラスタ一方式

運転及び保守にかかる経費が莫大になることやスラ

スター制御用のソフトウェア開発に相当な時間と費用

が必要となること等から不適当と判断される。

iv) テンションレグ方式

設置水深が浅<,干渦差が大きいこと等によって係

留ライ‘ノに張力調整装置が必要となると同時に実績が

乏しいことなどを考慮して不適当と判断される。

V) ドルフィン索・鎖方式

一応係留装置として成立する可能性がある。

vi) シソカー索・鎖方式

一応係留装置として成立する可能性がある。

vii) ドルフィンリンク方式

一応係留装置として成立する可能性がある。

したがって，常用係留装置として可能性がある方式

は， ドルフィン索・鎖方式，シソカー索・鎖方式及び

ドルフィンリンク方式の 3種類であるといえる。

そこで，これらの 3方式について構造強度，安全性，

耐久性及びその他の項目で詳細な比較検討を行った。

その結果，空港として使用している状態において浮

体の変位が最も小さく， 100年台風時の係留力が過大

にならず，地震時に浮体が大変位しても係留力が過大

にならず，温度差による浮体の伸縮影響を受けない，

及び価格が適当であること等の理由から，本調査研究

においては，常用係留装置としてドルフィンリンク方

式が最も適用性が高いという結論を得た。
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6.3 常用係留装置の基本計画

6.3.1 設計条件

設計条件の内，設計水深，気象・海象条件，温度条

件，浮体に働く外力の推算値及び耐用年数等は既に前

章までにおいて設定した値を用いる。

(1) 土質条件

土質条件は，航空審議会の資料である「関西国際空

港の規模及び位置」に示されている土質データを適用

する。なお，同一場所において昭和 53年度にボーリ

ング調査が行なわれているが，上記資料と余り変らな

いことを確認している。

(2) 地震条件

水平震度は，港湾施設の基準に基づき 0.25を適用

し，地震波については，表6.1の特性を適用する。

表 6.1 地震波の特性

地益疲

最大加速度

卓越閲波数

主要勤継続時間

最大変位

(3) 許容応力度

a) 構造用鋼材

八戸

I 7 Ogal 

0. 9 Hz 

fl. 0sec 

JO,Ocm 

板島涵

.2.2 Oga 1 

.3. 6 Hz 

IO sec 

3.I/-cm 

構造用鋼材の許容応力度は，港湾施設の基準を適用

して表 6.2に示す値とする。なお，軸方向圧縮応力

度については，座屈長による許容応力度の低減を日本

道路協会の「道路橋示方書解説」に基づくこととす

る。

表 6.2 構造用鋼材の許容応力度

応力の種類
鋼種

SS4l(kg/cm勺

軸方向引張応力度（純断面積について） 1,¥-00 

軸方向圧縮応力度（ ’ ） I,l/-00 
曲げ引張応力度 （ ’ ） I,1/-00 
曲げ圧縮応力度 （ ’ ） I,f/.00 
せん断応力度 （ ’ ） KOO 
支圧応力度 （鋼板と鋼板） .2，／00 

b) 鋼ぐい材

鋼ぐい材の許容応力度は，港湾施設の基準を適用し

て表6.3に示す値とする。



表 6.3 鋼ぐい材の許容応力度

銅 種
応力度の種類

STK 41 SS41 (kg／呵り

軸方向引（張純応断面力度積につき） 1,400 

20-f ＜ア0ヽ 93 0 1，り00
軸方向圧縮応力度 1』400-8,4(『!-20) 
（総断面積につき） が93 612,700，⑬+（，約⑬）2 
曲げ引張応力度

1,400 （純断面積につき）

曲げ圧縮応力度
1，凧n

（純断面積につき）

(1)軸方向力が引張の場合

軸方向力及び曲げ 6t心t←冠かつ—約6ゞ 等ba
モーメントを受ける (2)軸方向力が圧縮の場合

部材
卑咲a ＋ 函6ba ~1.0 

せん祈応力度 800 

(4) 荷重の紐み合せと許容応力度の割増し係数

荷屯の組み合せ及び許容応力度の割増し係数は，完

成時において表6.4に示す値になるものとする。

(5) くいの許容支持力

くいの許容支持力は，港湾施設の基準に基づいて極

109 

表 6.4 荷重の組み合せと許容応力度の割増し係

数

荷重の種類
自然条件

傭 考
/00台風時 直時

ド
ル

自 重

゜゜
フ
イ

v = 9.94m/s 

゜
JO分間平均風速ン

風荷重l E 自 V = 50.0m/S 

゜
同 上

H = 1.0 m 

゜波圧力
最大波高時H = 9.2 m 

゜U = 0.8 kt 

゜潮流力
U = 2.0 kt 

゜地震時の影響

゜の外力 浮沐から 係留力
地崖時

゜JOO年台風時

゜許谷応力度q ドルフィン /.0 1.s 
割↓’9し係数 リンク I. 5 I.S 

表 6.5 くいの許容支持力に対する安全率

'女主

I自然条件 鉛直支持力 引~]
/00年台風時 .z.s以上 3.0以上

地晨時 /.S以上 .z.S以上

/
/
 主滑走路用浮体

贔〇°

匹 M

図 6.3 係留用ドルフィンの配置図

(109) 



110 

限支持力を表6.5に示す安全率で除した値を用いる。

6.3.2 ドルフィンの計画

(1) ドルフィンの形式

常用係留装置用のドルフィンとしては，気象・海象

条件，地盤条件及び地理的条件等を考慮すると斜ぐい

式，直ぐい式，ジャケット式及び鋼かくコンクリート

式の 4種類の形式が考えられる。

この 4種類のドルフィンについて一般図，強度，施

工，維持及び経済性等を概略検討した結果を表6.6に

示す。そして，概略検討した結果， 4種類とも大差が

ないが，水平荷重に対する強度を高めることが出来る

斜ぐい式とジャケット式を今回の調査研究では適合性

が高いという結論を得た。そして，構造様式が簡単で

経済的であると思われる斜ぐい式を一／心詳細検討対象

として選定した。

(2) ドルフィンの基数，力鼠及び配置

a) ドルフィンの塞数

ドルフィンの基数を設定するに当って，①ドルフ

ィン 1基当りの力量を可能な限り大きくしてドルフィ

ンの基数を少なくする，②係留側の各建造ユニット

は少なくとも 1基のドルフィンに係留する並びに③

浮体の回頭による端部に掛る荷重の増加をなくすため

に端部ドルフィンの甚数を増設する等を考慮した。

その結果，主滑走路用浮体のドルフィソの基数は，

建造ユニットの数と端部に各2~3基の補強を加味

し，長辺が22埜，短辺が 15基とする。また，補助滑

走路用浮体のドルフィンの基数は，主滑走路用淫体と

同様な手法で長辺 17基，短辺 7基とする。

b) ドルフィンの力麓

まず， 1甚当りの係留力を推算すると，概略設計時

に求めた，長さ方向が約 1,530t,幅方向が約 1,570t 

を用いる。つぎにゴムダンバーの上限の最大圧縮荷重

の約 2,800tを考慮する。そして， ドルフィン 1基当

りの力量は， 3,000tであるとした。

表 6.6 ドルフィン型式の比較検討

斜ぐい式 直ぐい式 ジャケット式 鋼かくコンクリート式
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A-A SECTIOO B-B SECTIOO 

強

度

施

工

維
持
一
経
済
性
一
総
合
評
価

大きな水乎荷重に対して十分な

強度が得られる。変位量が小さ

い。

直ぐい式よりくいの打設が難し

いが可能である。水中作業が無

く作業は容易である。

干清帯、飛沫帯がくい部である

ので防食防錆エが容易である。

ジャケットをガイドとしてくい 1水中作莱があり他のエ法より作

打が可能。作業は容易である。 業が難しい。

四工法の中で最も経済的である

C-C SECTIOO I D-D SECTIOO 

鋼菅ぐいがすぺて直ぐいのた大きな水乎荷重に対して十分な本型式は鉛直荷重に対して有効

めくい本数が斜ぐい式より多I強度が得られ、斜ぐい式より淘であるが、水平荷重が大きい場
い割りには大きな水平荷重を底面上の構造が剛である。 合には適さない。

受けられない。

すぺて直ぐいなのでくい打は

容易である。水中作業が無く

作莱は容易である。

干満帯、飛沫帯が直ぐいであ

るので防食防錆工は容易であ

る。

ジャケット式より高い。

干潰帝飛沫帯にジャケットの格1脚の外面積が少ないので防食防

点があると防食防錆エが難しい錆工は容易である。

適している。

斜ぐい式より若干高いと推定さ 1四工法の中で最も高い。

れる。

水乎荷重が大きい係留ドルフI 適している。

インには適遍当である。

水平荷重が大きいドルフィンに

は不適当である。
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図 6.4 斜ぐい式ドルフィソの概要図

C) ドルフィンの配置

ドルフィンの配置は，温度変化による浮体の伸縮の

影響を少なくするために浮体の長辺と短辺の夫々 1辺

のみで係留する L字型配置とする。

以上の結果に基づいてドルフィンを図 6.3に示すよ

うに配置することとした。

(3) ドルフィンの構造

ドルフィンは，下部が大口径鋼管ぐいで上部エがコ

ンクリートを充填した鋼板製とする。

a) 上部エ

上部工には，浮体とドルフィンとを連結するリンク

を2本取り付けることとする。そして，くいの引抜き

抵抗及び耐震性等を考慮して長さ 16.0m, 幅 33.0

m,高さ 3.6mで重批が約 2,500tの上部エとした。

b) 斜ぐい

くいは，材質を STK41または SS41の2,000mm<jJ

の大口径鋼管とする。そして， ドルフィンとしては，

直ぐい 4本， 18゚ 傾斜の斜ぐいが 16本，合計20本で

構成することとした。

以上によって設計された力盤 3,000tの斜ぐい式ド

ルフィンの概要図を図 6.4に示す。

6.3.3 ダンパーの計画

(1) 係留特性の検討

ドルフィソリンク方式には， ドルフィンとリソクと

もに剛性が大きいために浮体と連結させる際，緩衝装

置を介することが必要である。

その緩衝装置の係留特性としては，線形型，ソフト

型及びハード型とが一応考えられるが，浮体式海上空

港の場合，空港として使用する通常時には浮体に働く

外力に対しての移動量を極力小さくするために強いバ

ネ定数を有し， 100年台風などの異常時には，外力に

対して浮体が大変位しても係留装置の破壊を防ぐため

に弱いバネ定数を有しているものが望ましい。

その結果，係留特性は，ソフト型が最も適している

といえる。

(2) 緩衝装置の形式

ソフト型の緩衝装置としては，ゴムダンパ一方式，

，，，ゞネオイルダンパ一方式及び油圧シリンダ一方式の 3

方式が考えられるが，保守頻度が少なく，機構が簡単

で｛言頼性が高く，施工性が容易であり，かつ価格が適

正であることからゴムダンパ一方式を選定した。

(3) ゴムダンバーの圧縮特性

ゴムダンパーとしては，一般にゴム防舷材として使

用されているものが現時点において最も適用性が高い

ものである。一般のゴム防舷材の中で初期変位に対し

てバネ定数が大きく，大変位に対してバネ定数が小さ

(111) 
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い剛性漸減のソフト型の係留特性を有するものは，中

空円筒型，円錐型，中空角型，中空台形型及び開脚型

等がある。その中から，本調査研究においては，一応

暫定的に中空円筒型を用いて以後の検討を進めること

とした。

a) 圧縮特性の変動

ソフト型のゴム防舷材を圧縮だけのダンパーとして

使用する場合，製造誤庄，経年変化，周囲温度依存性，

クリープ特性，周波数依存性及び繰り返し圧縮回数依

存性等によって基本の圧縮特性が変動する。それらに

ついて現時点において解明されている変動要囚と変動

範囲を 100年台風時及び地霙時とに区別して示すと

表6.7のようになる。

この表から， 100年台風時には静的埜準圧縮特性を

100%ととし，上限を 111%，下限を 75%とすれば

よく，地震時には上限を 124%，下限を 77%とすれ

ばよいことになる。

表 6.7 ゴムダンパーの圧縮特性の変動範囲

変動範囲（，，，）

変動要囚

/00年台風時 地涎時

製作誤差 9 6 ~ I 01/-

経年変化 な し

周囲温度依存性 9.t ~ //0 9.S ~ I.23 

固波数依存性 /0/ ~ /0.2 /00 ~ /0.l. 

圧縮回数依存性 g』~ ? S g5 ~ 9..t 

合計 7S ~ Ill 77 ~ /.7.¥-

b) 圧縮特性

ゴムダンパーは，常に圧縮のみに用いることとする。

その圧縮特性を決定するには外力に対して基数及び圧

縮特性を変化させて浮体の挙動シミュレーション計算

を繰り返し行って最適な基数及び圧縮特性を選定する

ことが望ましいが，本調査ではこれまでに概略設定さ

れた値を用いてドルフィン 1基当りのゴムダンパーの

圧縮特性を設定することとした。

i) 常用最大荷重

ゴムダンパーの最大圧縮荷重が 2,800tであるの

で，この値を上限とし，下限を表6.7の値 (75/124)

から約 1,700tとする。

ii) 常用最大変位

異常時における浮体の許容移動量を土lm以下に

するには，ゴムダンパーの変位量も lm以下にする

必要があるので常用最大変位は 1.0m程度とする。

iii) 低荷重時の圧縮特性

(112) 

横風最大時の圧縮荷屯が 200t程度で浮体の変位を

10cm以下にする圧縮特性を有するものとする。

C) ゴムダンパーの選定

本調査研究用のゴムダソバーに用いる中空円筒型ゴ

ム防舷材は，外径，内径，高さ，フラソジ部の曲率及

びゴム質等を変えることにより広範囲に圧縮特性を変

化させることができる。

ここでは， 1例として次のごとくゴムダンパーの主

要Hを設定する。

型 式：中空円筒型

主要寸法

高さ： 2.25m

外径： 2.lOm</>

内径： 1.40m<f> 

重餓： 7.5t 

1ロッド分の数： 片側4ケ，両側8ケ

1ドルフィン分の数： 16ケ

以上において設定されたゴムダンパーの概要図を図

6.5に，圧縮特性を図 6.6に示す。

ロ〗
D二
2,250 UNIT:面

細 t

圧

羅

特 200)

性

lro:J 

図 6.5 ゴムダンバーの概要図

クー'’--

0.2 0.4 0,6 0.8 1.0 m 

変位：

図 6.6 ゴムダンパーの圧縮特性

d) ゴムダンパー装置

10-1丑

ゴム防舷材は， 1ロッドにつき片側4ケで両側8ケ

が取り付けてあり，図 6.7に示すように浮体の変位に

対して常に圧縮のみに使用される。
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図 6.7 ゴムダソパーの作動図

6.3.4 リンク機構の計画

(1) リンク機構の基本構成

1基のドルフィンに 2糾のリンク機構を取り付け

る。 その 1組のリソク機構は，①ドルフィン側， 中

間及び浮体側の 3本のロッド，②ロッドを連結する

2個のユニバーサルジョイント，Rゴムダンパー，

④ダソパー押え，そして⑤浮体側のロッドのガイ
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ドローラーから成り立っている。

(2) 主要寸法及び機能

a) 中間ロッドの長さは，上下及び水平方向の浮体

とドルフィンとの相対変位が土3.5mでユニバーサ

ルジョイントの作動角を 10゚ 以内とすることから 30

m とした。

b) リンク機構の各部強度は，通常時 750t, 異常

時 1,500tの水平方向荷重が作用するものとして主要

寸法を設定した。なお，異常時の強度計算においては

水平方向荷重を許容応力度を 50%割増しした。

i) ロッドの断面

ロッドは一辺が 1.8mの正方形で 22mm厚の鋼板

製であり，これに座屈防止用の 19mm厚で長さ 200

mmの補強鋼板を各辺2板を外板内側に取り付ける。

また，適当な間隔にダイアフラムを配置する。

ii) ユニバーサルジョイント

ュニバーサルジョイントは，フランジョーク，カッ

プリソグヨーク及びカバーによって構成されている。

（イ） フランジョークは，鋳鋼製であり，ロッドと

90° に交差する軸を有し，ベアリングを介してカップ

リングヨークに取り付ける。

（口） カップリングヨークは， ドーナッツ状の鋳銅

4
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図 6.8 リングの機構の概要図

(113) 



114 

製であり， ドーナッツ状の円周の 4個所に孔があって

2つのフランジョークの軸がはまるようになってい

る。この役目は，ロッドに作用する軸力をフランジョ

ークを介して他のロッドに伝えるものである。

（ハ） カバーは， 2つ割球状の鋳鋼製であり，フラ

ンジョークの球状部とカップリングヨークの側面との

間に取り付け，カップリングヨークの側面にボルトで

取り付けられており，フランジョークの球状部でスラ

イドする。

(3) ガイドローラー

ガイドローラーは，鋳鋼製であり，橋梁の沓に類似

しているために強度計算は日本道路協会の「道路橋示

方書・同解設」に準拠し，ガイドローラーの寸法は，

直径 80cm,幅 33cmとした。

以上によって計画されたリンク機構の概要図を図

6.8に示す。

6.4 常用係留装置の安全性の検討

6.3節において基本計画された係留装置に関して種

々の角度から安全性を概略検討した。

その検討内容は静的と動的とに区分して行った。

6.4.1 静的強度

常用係留装置の静的強度の検討項Hとしては次の事

項である。

(1) ドルフィンの静的強度

ドルフィンの静的強度は， 100年台風時については，

上部エ自重，係留力，波力，潮流力及び風圧力の定常

外力が作用した場合のくいの変位量，くいの最大断面

ヵ，最大応力度及びくいの限界支持力に対する安全率

等を求め， ドルフィンが埜本仕様を満していることを

確認した。また， ドルフィンが弾性挙動して大変形後

でも復原する最終耐力を推算した。

(2) リンク機構の静的強度

リンク機構の静的強度に関しては，通常時及び異常

時の荷重条件に甚づいてリンク機構の各部材に作用す

る軸力，反力及び曲げモーメントを求め，各部材の許

容応力度以下であることを確品した。

(3) ユニバーサルジョイントの強度

ユニバーサルジョイントの強度に関しては，フラン

ジョーク及びカップリソグヨークを 3次元有限要素解

析と 1/4縮尺模型による静的引張破壊試験とを行い，

弾性限界荷重及び破壊荷重共に充分設計荷重を瀾足し

ていることを確認した。

(4) ゴムダンパーの強度

(114) 

ゴムダンパーは，他のリンク機構の強度に対して充

分大きい荷直まで破壊しないために過圧縮による破損

は全く考えなくてよいといえる。

(5) 不均一係留力に対する検叶

不均一係留力が生じる要囚として 100年台風時の均

一定常外力によるもの，温度差による変形で生じるも

の及び係留特性の不均ーによるもの等を考えた。そし

て，これらの不均ーが最も厳しい条件に対して各係留

点における弾性変形量を推算し，係留装懺には不均一

係留力による影響が無視できる程度であることを確忌

した。

6.4.2 動的強度

常用係留装置の動的強度としては，係留装置に最も

影響が大きいものとして次の事項について概略検討を

行った。

(1) 耐霙性の検討

常用係留装置が地震に対して基本的に安全な装置で

あることを次の事項について検討した。

a) 虞度法による検討

港湾施設基準に準拠して地震時のドルフィソの動的

強度を震動法で検討し，充分安全であることを確品し

た。

b) 設定地震波による検討

想定される地震として迫距離海洋型，中距離内陸型

及び近距離型の規模を考え，それに基づいて既往の大

型地震として 1968年の十勝沖地震による八戸港及び

1968年の豊後水道地震による板島橋における地震波

の記録波形を用いて地盤， ドルフィン，浮体とドルフ

ィン系及び浮体等の挙動を数値シミュレーションによ

って実時間の時系列で求めた。その結果， ドルフィン

の上部エの挙動鼠が大きくなり，それに伴なって浮体

の前後動，左右動及び船首揺れが相当大きくなること

が判明したが，係留装置に対しては安全であることを

確品した。

C) 正弦波形の地震波による検討

浮体の挙動の固有周波数に近い周波数成分を大量に

含む地震波を想定して正弦波形の地動に対する浮体の

挙動量を検討した。その結果，浮体の固有周期に近い

正弦波形の地震波では浮体端部の変位及びダンパーの

変形量が大きくなるが，ゴムダンパーの変形量にして

1.om以下に収まることが判明した。

以上の検討結果としてドルフィンリンク方式による

常用係留装置は，地震に対して浮体の変位，ゴムダン

パーの変形及びドルフィンの強度等基本的に安全が確



保できることを確認した。

(2) 浮体の挙動に基づく係留装置の動的強度

浮体の挙動が係留装置に及ぼす影響を検討するた

め，係留系を骨組モデルの線形バネと 1質点系モデル

の非線形バネに置換して種々の外力中における浮体の

挙動に対する係留装置の動的特性を究明した。その結

果，係留系の動的特性は静的問題として取り扱った特

性と大差ないことが判明した。したがって，係留装置

は浮体の挙動に対しても充分安全であることが確認さ

れた。

6.4.3 災害に対する係留装置の破損程度

係留装置の災害に対する破損程度を考える場合に，

実際に生じ得る現象の内最も影響が大きい船舶または

航空機の係留装置への直接衝突を検討した。

(1) 船舶の衝突

泉州沖を航行する船舶を航空審議会資料に甚づいて

検討した結果，内航最大級の船舶は長さ 93m, 幅

15.4m,高さ 8m，満載喫水 6.7mで満載排水最が

6,000MTである。この船舶が4ノットで漂流してド

ルフィンの上部エまたはリンクに直接衝突するとして

衝突エネルギーと破壊エネルギーとを求めて破損の程

度を検討した。その結果， ドルフィンの上部工では 1

甚， リンクでは 2本程度の破壊で収まることが判明し

た。

(2) 航空機の衝突

現在の大型ジェット機の全備重最は約350トン程度

であるが，航空機の大型化を考慮して全備重最500ト

ンの航空機がステップ関数で近似した衝突荷重と時間

関数との関係を用いてドルフィンの上部工に衝突した

場合を検討した。その結果， ドルフィンは衝突開始後

約 0.23秒で杭の降伏点を越えて破壊し，まだ運動醤

が残るが，実際の衝突では機体が離散すると思われる

のでドルフィンが一塞のみの破壊と考えればよいと思

われる。

6.5 バックアップ係留装置の検討

本調査研究において選定したドルフィンリンク方式

の常用係留装置は，神々検討を行い某本的には充分安
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全が確保されることが確認されたが，浮体式海上空港

の公共性を加味し，より安全性を確実なものにするた

めにバックアップ係留装置を装備するならばという仮

定に華づいてバックアップ係留装置の甚礎的な検討と

概略設計を行ったので，その概要だけを紹介する。

6.5.1 初期検討

バックアップ係留装置の初期検討は，図 6.2に示し

た評価手法の流れ図に沿って行った。

まず，バッグアップ係留装置は，常用係留装置が万

一破損した場合のみの係留力を分担し，浮体の漂流を

防ぐという機能を有するものであるとした。

その立場から常用係留装置を選定したと同様に，バ

ックアップ係留装置として可能性の高いものを選定し

た。その結果，現時点においてはドルフィンリンク方

式を常用係留装置とした場合には，バックアップ係留

装置としてシンカー索・鎖方式が最も有力であること

が判明した。

6.5.2 シンカー索・鎖方式の概略設計

概略設計されたバックアップ係留装置のシンカー

索・領方式は，大略次の通りである。

(1) 係留ライソ

1条の係留ラインは， 152mm,j>3種チェーンで全

長 200mとし，上端より 30mの個所に 50tの中間

シソカーを取り付ける。

(2) 係留ライソの条数

係留ラインの破断強度を最大張力の 4倍とし，係留

ラインの条数を求めた。その結果，浮体の短辺方向が

136条，長辺方向が 108条となった。

(3) 、ンソカーの重鯖

シンカーの屯鼠は，水平方向荷軍が約 340t, 鉛直

方向荷重が約 50tに耐えるものを用いる。

6.5.3 バックアップ係留装置の各種検討

選定されたシンカー索・鎖方式の係留装置について

施工性，耐久性，復帰性，係留特性，維持補修及び経

済性等について概略検討を行った。その結果，概略検

討した項目中には余り間題がなく，大略満足するとい

う結論に到逹した。
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第7章浮体空港の挙動と係留力の予測

浮体式海上空港を論ずる場合，浮体の強度，挙動及

び係留力が，与えられた外力条件下で，設定した許容

範囲内になることが前提になる。その中でも挙動及び

係留力は，空港機能としての特性，安全性などを検討

する上で屯要な要素であり，自由浮体の挙動を単純に

推定するにとどまらず，係留系で拘束された状態で，

動的相互影響を考慮した推算を行う必要がある。本菜

では前章までに調査検討した結果に甚づき浮体の挙動

と係留力の予測を行い，安全性及び機能上の評価を行

なうための埜礎資料を得ることとする。

7.1 挙動と係留力の予測の方法

係留された浮体の挙動と係留力の予測及びその評価

を行なうには想定外力条件下で許容される挙動と係留

力を設定し，許容値を満足するように浮体あるいは係

留系を選定する必要があるが，その手順の概要を図

7.1に示す。この図は浮体の設計を固定し，係留系の

再検討を行なうための流れ図であるが，その前提は浮

体の主要目を多少変更しても挙動特性等に大きな変化

がないことである。予測の方法は次の前提に基づいて

いる。なお，要素浮体は総てフーティング型である。

(1) 6自由度の連動の取り扱い

浮体の運動は一般に 6自由度の運動として取り扱わ

れるが，全体浮体の形状，支持浮体の流体力学的特性

及び係留系の機能等を勘案すると，上下方向の挙動モ

ードである上下動，縦揺れ及び横揺れと，水平方向の

挙動モードである前後動，左右動，船首揺れはそれぞ

れ別に取り扱うこととする。

そして，上下動，縦揺れ，横揺れについては既に述

べたように，非線形減衰係数を等価線形化して取り扱

うので，一般の船体運動の予測に使用している解析的

方式を適用する。一方，水平方向の挙動については，

係留系の変位に対する反力特性がその要求される機能

上強い非線形性をもたせてあるので，上下方向挙動と

同様な線形の取り扱いができない。したがって，運動

方程式に外力の時系列を作用させて逐次積分し，応答

の時系列を求めた結果を解析することにする。

(2) 浮体の剛性

巨大な浮体構造物では弾性変形が問題となる。全体

浮体の挙動を論ずる場合には構造上の撓みや振動によ

る変位が密接な関係を有するが，滑走路部分において

は浮体の剛性を考慮することによる浮体の弾性撓みや

変位は余り問題にならない程度であるので水平方向及

び上下方向の挙動ともに浮体を剛体として取り扱うこ

とにする。

(3) 不均一外力

係留系の機能安全評価 I START 

辿常時の外力の計＇痒 I I異常時の外力の計綽

YES 

通常時に対する保留特性の決定 異常時に対する係留特性の決定

係留系の安全性確認

図 7.1 係留系の安全性検討用流れ図
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不均一外力の甚本的な考え方に関しては既に検討し

ているので，それに甚づき具体的な検討を加えて予測

値に反映させることにする。

(4) 不規則波

不規則波は，短波頂不規則波とし，既に設定され

た Bretschneider—光易のスペクトラムに適合させた

I.S.S.C.標準スペクトラムを適用し，方向関数も

I.S.S.C. 椋準の仄0)＝土(cos½り 4 を使用する。

7.7.1 上下方向成分力による挙動

上下方向成分力による挙動は主として支持浮体に作

用する波強制力による上下動，縦揺れ及び横揺れの各

モードである。潮流及び風による上下変位に対する 2

次的影響はここでは取り扱わないことにする。計算は

一般に船体運動の予測計算に使用されている線形重ね

合せの理論が適用できるものとし，前述の仮定に次の

仮定を加える。

(1) 運動方程式及び座標系

既に示した (4.1)式の運動方程式と図 4.1の座標系

を用いる。ただし（4.1)式の連成項は無視することと

した。

(2) 速度の 2乗に比例する抵抗成分は加味しない。

したがって，逝動の応答関係はその同調点近傍では実
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際より大きめの値を計算することになり，安全性評価

の面から厳しい評価となるが，安全側に予測すること

になる。

以上の仮定に基づく上下変位の予測法の流れ図を図

7.2に示す。

(3) 予測計算実施内容

その他計算実施にあたっては次の取り扱いをしてい

る。

a) 既に述べた通り波強制力は波周波数と波の入射

角度の変化に対して振動的に変化するので単位振幅規

則波に対する浮体の運動応答関数 (H((l)，1)）もまた同

様な性質をもつことになる。そこで，運動応答関数を

使用する計算では H((l)，x)について波強制力と同様

に次式で平滑化する。

Ii(wn, X)=I + ¥ " -'H2((l),X)d(l) ［ 1 五＋4"'／2
4(J) ＼:::::;: H2(w, X)dw] 

1/2 

(7.1) 

b) 運動の有義値及び最大期待値等

短波頂不規則波のスペクトラムを Sん((l),X)とする

と，短波頂不規則波中における浮体の運動の分散が

は次式で求められる。

が＝『＼00か((J),X)・S,((J）， X)d(J)n・dX(7.2) 
—"JO 

規則波中

運動方程式

規則波中

運動応答関数

A;!((J.)） 

規則波中

実験

浮体応答スペクトラム

5文細）

口
確率密度関数

（狭帯域）
z2. 

P(l)＝互eー百

R 

(l-L-分布） 八
浮体上下応答の統計予測

標準偏差

有義値 (I/.3最大平均値）

l/1000 最大期待値 (I.9.3X有義値）

□□ 
図 7.2 上下変位予測の流れ図
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そして標準偏差 ((1）を用いて 1000波のうちの最大期

待値 (1/1000最大期待値）は有義値の 1.93倍で求め

られる。計算は (J)=0.3~1.7 (rad/s)の範囲で0.1間

隔とし，波との出会角については 1/16・-;r間隔として

台形公式によって数値積分する方法をとった。この方

法によると方向性の強い現象に対しては可成り高目の

値が得られることになる。

7.1.2 水平方向成分による変位と係留カ

水平変位に寄与する外力としては潮流抵抗，定常風

抗力及び波漂流力の定常力の他に変動分として波浪と

風によるものが加わる。波浪によるものは，上下変位

の場合と同様に短波頂不規則波を，風の変動分に対し

ては Davenportの変動風のスペクトラムを使用する。

係留力は変位に対する係留反力の非線形特性を復原カ

の項に入れ，ヒステリシスを運動速度に関係する減衰

力におきかえて取り入れる。挙動の計算法としては，

定常力及び変動外力を合成して外力の時系列を作り，

これを蓮動方程式に入力して逐次積分し，挙動の時系

列解を求め，得られた時系列を解析して特性を求める。

なお，上下方向成分力による挙動において述べた仮

定に次の仮定を加える。

(1) 連動方程式及び座標系

水平変位の運動方程式及び座標系は (4.1)式と図

4.1を用いる。ただし，（4.1)式の連成項は無視する

こととした。

(2) 変動風のスペクトラムは Davenportの式を使用

する。ただし，風の方向分布は 5゚ 以内であるから方

向スペクトラムは考慮しない。

(3) 付加質量及び浮体による減衰力は代表周波数に

対応するものを定め，定数として取り扱う。

(4) 予測計算実施内容

a) 波のスペクトラムの設定範囲は (J)=0~2.0sec—1

とし，分割は N戸 50とした。

b) 波との出会角は 45゚ 間隔とした。

C) 出力の時間刻みは 0.5~1.0secとし， シミュ

レーション時間は 1,()()()secまでとした。

d) 外力，変位及び係留力は各々の時系列より定常

値及び変動値を求めるが，変動値は原則としてスペク

トラム解析により有義値を求め，そして 1/1,000最大

期待値を求めた。ただし界常時 (Al)では非線形域に

入るので，有義値は定常変位側の片振幅のみの栖値の

1/3最大平均値を用いた。 1/1,000最大期待値は変位

については線形性が強いと見倣し， 1/1,000最大期待

値は有義値の 1.93倍とし，係留力はこの変位の 1/
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I戸こ解山折
I 
L_ 

変動応答の統計予測

標準偏差

有義値

1/1,000最大期待値

図 7.3 水平変位と係留力の予測の流れ図

1,000最大期待値に対応するゴムダンパーの反力を特

性曲線から読みとり，更にゴムダンバーの減衰力を変

位に応じて加算したものとした。水平変位と係留力の

予測法の手順を図7.3の流れ図で示す。

7.1.3 予測値の計算法

(1) 浮体の計算モデルと計算項目及び点数

浮体を係留するドルフィンは，計算の便宜上幾つか

のドルフィンをまとめて近似的に配置し，実機を図

7.4に示すようにモデル化した。なお，図中のドルフ

ィン数として示した数値はドルフィンをまとめた数で

補助滑走路用浮体

主滑走路用浮体 40" ilふ父V Q 
1 1,  

l 
吋t697←5+900＿上15こ四0上90:

廷 0-Q

UNIT; m 

図 7.4 シミュレーションに用いた浮体及び係留
系のモデル



ーー• . • 

状 羹
の

態 盈
00 

N l 45 ゚

90 ゚
00 

N 2 45 ゚
90° 

0゚
N 3 45 ゚

90 ゚
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